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後企業のOR活動援護

川崎製鉄(株)におけるOR活動

大森 尚東京本社技術・生産企画部次長
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はじめに

当社がORを導入したのは昭和34年である.ちょうど

25周年にあたる昨年 4 月， 日本OR学会より第 8 回OR

実施賞を授与される幸運に恵まれた.改めて学会各位に

心から感謝の意を表します.当社のOR教育については

本誌59年 6 月号にくわしく紹介したので，今回は当社の

OR活動の組織的特長を中心にのべてみたい.

1. 宇土内における OR ニーズと，はたし

てきた役割

OR導入時期のニーズは，経営近代化のため 1 E , Q 

C とならんで管理技術としてのORを導入して，企業目

的(利潤追求)と L 、う総合的なターゲットを認識して，現

実とのギャップを埋める方策を見つけてほしいというも

のであった.ただし，この時には鉄鋼業では， OR も I

E と呼び， 1 E の中に位置つけていた.この時期は，作

れば売れた生産中心の時代であり， ORにたいするニー

ズが薄れがち，あるいは，なかったと言ってもよいくら

いであった.しかし，大学数学科卒 6 名で OR の研究・

導入にあたらせ， ORは 1 E , QC とならんで技術者の

もつべき基礎的管理技術として位置づけ，盛んに社内へ

の普及活動を行なった.この昭和30年代のOR活動は，

千葉製鉄所第 2 高炉改修工事へ PERT が適用されたこ

と(昭和38年)に代表されているが，このほかにも「フ。ル

オーノミーからストリップミ 4新設J r平炉を転炉にリプ

レース」とし、った建設計画にOR グループが参加して，

それなりの活動成果をあげた.これらの建設は，大幅な

技術革新がなされた設備で，稼働すれば確実にコストダ

ウンが約束されていた設備であるため，評価が得られや

すい環境にあり， OR活動本格化のためには非常に幸運

であった

昭和40年代に入るとわが国鉄鋼業は高度成長期に入っ

て新鋭製鉄所の建設があいつぎ，当社も水島製鉄所の建

設に着手した.製鉄所の建設は莫大な投資を必要とする
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ため工場建設計画には全面的にOR よる検討が必要不可

欠とされるようになった.この時期のORのはたしてき

た役割は，スケールメリットをL、かにして最大限に発揮

させるかであり，最適設備能力の検討，物流およびレイ

アウト計画，要員計画等多数の建設にからむOR活動が

展開された.また，コンビュータの進展がこれらのOR

活動を助け，提起された生産とシステムにまつわる諸問

題をつぎつぎに処理していった.そしてOR活動の範囲

は，経営計画まで鉱大し経営計画から現場の作業改

善まで」と言われるように経営各層，各分野に広く定着

した.

昭和48年秋のオイルショッタにより，日本鉄鋼業は高

度成長期を終え，以後現在にいたるまで経営体質の転換

と質的充実をはかる時代をむかえた.当社のOR活動も

このニーズにこたえ，いっそう幅広い活動を展開するに

いたった そして，会社の経営計画策定システムの中に

も ORは組み込まれ，長期的展望に立った重要な政策決

定に貢献している.最近では，設備の老朽化あるいは陳

腐化の時代をむかえ，この設備更新(リフレッシュ)が当

社にとって競争力の維持・向上のためきわめて重要な課

題となってきている.操業技術の開発が急速に進んでき

たこともあって，自動化・同期化・連続化を中心に，操

業および管理システムと設備計画とが一体となった検討

がなされ， OR活動の質的ウエイトが高まってきてい

る.

2. ORセクションの位置づけとORワー

カーの役割

ORを推進する職制がどこに属しているかは.扱う問

題の性質や活動するうえで大きな問題である. OR活動

は集中化と分散化でいずれが良L 、かの議論があるが，当

社は後者の分散型の体制をとってきた.当社のOR活動

は種々の分野で進められているのであるが，その推進母

体となっているのは各工場の経営計画を担当する企画部

の中の能率室である.また，活動の中心は能率室と，、/
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ステム部円である.システム部門は，高度のソフトウェ

アを扱えるようになってから重要な役割をはたすように

なっている.活動形態としては，これら既存の職制の場

合が多いが，プロジェクト・チームで活用されるケース

(鉄鋼業の特色のひとつ)も多い.チーム構成は，ライン

部門に設備技術，電気，システム，企画といったスタッ

プ部門が加わった形で形成され，他部門からのメンバー

も参画させている.当然プロジェクトメンパーには，意

思決定者が入っている.そして，それぞれの役割は十分

検討され，認知されている.こうすることにより OR ワ

ーカーは，相手のニーズ，問題意識，価値観等を比較的

よく把握でき，目的達成のシナリオの明確化ができるの

である.

当社の OR組織としての特長は，第 1 には先ほどのベ

たような分散型であること，第 2 にプロジェクト・チー

ムを利用するケースが多いこと，第 3 に IE と合体して

いること，第4 に，第 1 の特長とも関連するがIOR組

織の職務分担や責任・権限などがフレキシプルなことが

挙げられる.

IE と合体している点については，企業の戦術レベル

(たとえば，日常の操業レベルの問題解決をする場合)の

問題から戦略レベルの問題まで経営上の問題解決をはか

るうえで， 1 E と OR とを区別する必然性がないとの判

断にもとづいている.いっぽうでORの普及を盛んに行

ないながら， OR部門として区分していないのはこのた

めである.

第 4 の特長には， OR ワーカーの活動範囲が広くなっ

たこと，かつ環境の変化に迅速に対応していくには，組

織がフレキシ fルでなくてはならないことによる.

3. 今後のORのはたすべき役割

現状のOR活動の問題点にはいろいろあるが，主なも

のを拾い挙げてみると，

(1) OR活動の評価の仕方の問題

(2) know-how的な経験の蓄積を問題のとらえ方(物

の見方)にどう生かしていくか

(3) ダイナミックなモデルの作成

(4) モテ、ノレを実際システムへどう適用していくかの方

法論の確立

( 5) 生産性および信頼性の向上を達成するようなシス

テム構築技術の確立

以土のような問題点がある.これらの問題をふまえて

今後のORのはたすべき役割を考えると，現場に密着し

たOR とカバー領域を拡大した活動の 2 極化の方向に進

1985 年 1 月号

むべきであろうと考える.

現場のORについては，固有技術面の研究とオベレー

ショナノレな研究の雨輸をうまくかみ合わせる必要があ

る.オベレーションをマクロで見，さらに常識(経験)を

明確化したモデル化が重要であり，いわゆるロパストな

モデルづくりが必要になってくるだろう.

いっぽう，カパー領域を拡大した活動においては，実

地の場でも使える大規模問題への諸方法論の誕生が望ま

れるし，不確実性の大きい問題にたいして経営の意思決

定をどこまでサポートできるかが，重要な役割のように

思える.このためには IE と合体したORセクションと

は別な独立したOR研究部門が，組織上必要となる時期

がもうすぐくるかもしれないと筆者は考える.

4. OR研現にたいする 1 つの提案

当社は，大学の先生方にORの教育で大変お世話にな

っているが，鉄鋼業の技術レベルの実態についてよくご

浬解いただき， ORアプローチの適切なアドパイスをい

ただいている.しかし，社外セミナ一等で社員が大学の

先生等に指導を受けた感想を聞くと，企業側に責任があ

るのだろうが，先生方の中に鉄鋼のテクニカルな部分に

ついて時代遅れの知識の方が見受けられ，適用に関する

アト、パイスが必ずしも適切でない場合がある.われわれ

が現在必要とするアドパイスは，モデノレ化(一般化，単純

化)の方法論ではなく， ORのモデルを実際に適用する

実用化・特殊化の方策である.以前このような狙いのも

とに，大学の先生を含むOR学会のメンパーと OR研究

会の場をもったが，応用面の充実のため企業・大学共同

の研究会をもっと盛んに行なわれるようご配慮をいただ

ければ企業のOR もさらに発展するものと確信する.
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まちづくりのOR

まちづくりと参画

自律システムとしての市街地形成
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農村地域の村づくり
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商店街の再生整備
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マネジメント・サポートの有効性 線本忠明

(事例研究〕対話型多目的在庫最適化

システムの開発 野村淳二，他
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